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事業概要
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事業目的
デジタル田園都市国家構想が掲げるデジタル技術の活用による地域の社会課題解決を進めるには、その担い手となるデジタル推進人材※１の

育成・確保が不可欠である。同構想では、2026年度までに230万人を育成する目標を掲げており、教育機関だけでなく社会全体でデジタル推進

人材を育成していく体制を整えていくことが急務となっている。

～～～中略～～～

これを受け、九州・沖縄地域では、MDAコンソ九州・沖縄ブロック会議※４（2022年11月、2023年8月、2023年12月開催）において、産学連

携に向けた意見交換を実施した。同会議では、高等教育機関からは産学連携による実践的教育の充実（データサイエンスに必要な企業から

の実データ提供、企業からの講師派遣、インターンシップ、PBL※５等）を望む意見が出され、産業界からは社内人材育成やデータ分析・AI活

用等における外部知見の導入に向けた産学連携の強化を望む意見が出された。また、高等教育機関、産業界双方から産学連携に向けたマッ

チングの仕組み構築を望む意見が出された。

こうした意見を踏まえ、本事業では、学生だけでなく社会人の人材育成（リスキリング）も視野に、人材が産学を行き来する「循環型」のデジタル

推進人材育成の体制構築及び円滑な運用に向けた調査等事業を実施する。

（補足）

※１ デジタル推進人材：専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル実装による地域の課題解決を牽引する人材。

※２ デジタル人材育成推進協議会 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_suishin/index.html

※３ 数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/

※４ 数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム 九州・沖縄ブロック会議 http://mdsc.kyushu-u.ac.jp/block_kyushu

※５ Project Based Learningの略。「課題解決型学習」と訳される、生徒が自ら問題を見つけさらにその問題を自ら解決する能力を身に付ける学

習方法のこと。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_suishin/index.html
http://mdsc.kyushu-u.ac.jp/block_kyushu
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R6年度事業スケジュール（概要）

事業内容
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高等教育機関・地域企業におけるデジタル推進人材育成課題調査

1-2.業種や職種におけるデジタル推進人材のニーズ

全体的に、プロジェクトマネージャーが不足していることが見て取れるが、職種における差は大きくなく、全体的にデジタル推進人
材の不足が見て取れる。特に情報通信業においては、全てのレイヤーで人材が不足していることが見て取れる。
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産学連携への興味について

その他

【企業】

すでに取り組んでいる

共同研究

【教育機関】

共同研究、受託研究

企業からの要望は、産学連携プロジェクト、インターンシップに次いで、社会人向け講座への興味が高い、

教育機関はPBL、産学連携プロジェクトについで、民間企業からの講師派遣の希望が高い。
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連携に際しての懸念事項

産学連携の課題感について

その他

【企業】

状況を想像できない

コスト

如何に学生の採用に繋げるか

【教育機関】

固定的なカリキュラムに組み込む難しさ

費用対効果

リソース、運営、契約/規約等、解決に時間がかかる懸念が多く、連携を進める際の障壁となる可能性が高い。

一方、社会人向け講座や講師派遣については、上記懸念をクリアできる可能性が高く今年度の試行として

産学連携の足掛かりになる可能性が高い。
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ワークショップアウトプット 1/3



13
© AKKODiSコンサルティング株式会社この資料は関係者限りの厳秘の資料であり、AKKODiSコンサルティング株式会社に無断での使用・開示を禁じます。

ワークショップアウトプット 2/3
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ワークショップアウトプット 3/3
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ワークショップアウトプット

双方の目的の明確化

人的リソースの不足

教育機関の現状についての理解不足

結論 これらの課題を解決するためには、まず双方の目的を明確にし、人的リソースの確保と教育機関の現状についての理解

を深めることが重要である。今後も継続的な対話と協力を通じて、産学連携の効果を最大限に引き出す取り組みが求められる。
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・Win-Winになるような連携が必要
・企業の課題解決にうまくPBLを活用して欲しい
・実データの提供を期待する
・実務家を講師として派遣して欲しい
・地域貢献活動を一緒に進めたい
・社会に求められる技術を知りたい

個別ヒアリング実施団体

産業界

電気・ガス・熱供給・水道業 3社
サービス業 1社
研究・専門・技術サービス業 1社
運輸業 1社
情報通信業 1社

教育機関

理系大学 1校
文系大学 1校

・Win-Winになるような連携が必要
・生成AIなど、新たな知見による気づきが欲しい
・データは蓄積されている
・DX推進人材に課題を抱えている。
・社会貢献の観点で、産学連携は積極的に進めている。
・人材確保の観点から、大学とのネットワークが必要
・PBLのことは知らなかった
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産学連携に対して、個別ヒアリングで最も多く出てきた単語は「Win-Win」である。一方、Win-Winな関係を作るた

めの具体的な連携方法については、広く認識が広がっていない印象を受ける。

目標の明確化と合意: 

産学連携に対する、産業界と教育機関の目的は異なることが一般的だと思うが、地域貢献やデジタル推進人材の育成など、
広い視点に立つと、双方の目的で重なる部分があるように感じている。まずは双方の目的を共有し、コミュニケーションを重ね
る中で、よりよい手段が生まれるのではないか。

相互理解と信頼の構築:

例えば、教育機関で当たり前と思われていPBL（Project Based Learning）をはじめとした連携方法については、産業
界には、広く知られていない印象を受ける。教育機関から求められている実データの提供に関しても、教育機関の年間スケ
ジュール等を共有したうえで、データ活用の目的や、産業界にどのような利点が与えられるか示すことで連携が促進されるので
はないか。

連絡窓口の明確化と情報共有:

産業界、教育機関ともに専門的な部門が独立した構造になっていることが多く、外部から具体的な連携先にアクセスするの
は困難なため、連携に対し前向きな組織や連絡先の情報は有益だと思われる。

産学連携における課題感（まとめ）
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運用手順の目的

2
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本ガイドラインは、九州・沖縄エリアにおけるデジタル

推進人材の育成と確保を念頭に、産学連携を検討

されている企業・団体と高等教育機関がスムーズな連

携を進めることを目的として作成した。

産業界と教育機関という異なる目的を持つ団体が

連携を進めるにあたり、必要なコミュニケーションの内

容や、手順を整理することで産学連携によって、デジタ

ル推進における課題解決が進むための指針となる。

抜粋

ガイドラインの目的
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利活用方針

3
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R6年度事業スケジュール（概要）

利活用方針①

本ガイドラインは、産学双方からのデジタル技術に精通した人材解消に向けた機会を提供することを目的として
いる。

産業界と教育機関が協力・連携し、最新のデジタル技術や知識を双方向で共有するとともに、実践的なス
キルを育み、産業界の成長に貢献する人材へリスキリングすることが極めて重要と考える。その双方向での人財
育成機会こそが、イノベーション創出を促進し、新たなビジネスチャンスや雇用機会を生み出すきっかけになると
考えます。他方、これまでの産学連携では、方向性への前向きな意見があるものの、目的や手段等、前提条
件が整理されていない等、運営整備の遅れを指摘する声が多くあった。

そのため今回、積極的な産学連携を推進するための情報リストと、本ガイドラインを用意した。本ガイドラインの
活用を通じて、産学間で「どのようなデジタル推進人材の往来が可能か」「何をきっかけにデジタル推進人材の
往来の話ができるか」等、産学連携の意義を明確化させ、より多くのマッチング成功事例を生みだし、地域全
体の発展へつなげていきたいと考える。
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利活用方針②

方針1：前提条件の整理

産学連携の目的や手段などの前提条件を明確にすることで、
スムーズな連携を促進する。

方針2：情報リストの周知・活用

産学連携を望む団体のマッチング（双方向での効果的なアプ
ローチ）のために、情報リストを活用する。

方針3：産学連携マッチングの促進

双方の受け入れ条件を事前整理し、調整にかかる時間を最
小限に抑えて、迅速な連携を促す。
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産学連携の進め方

４
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連携モデルについて

九州・沖縄エリアのデジタル推進を効果的に進めるため、2024年度、その

基盤となる連携モデルを整備した。

これまで産学連携に向けた人材交流は、地域全体での推進体制が未

整備の状態であったことから、属人的な営みになってしまっていた。結果、一

部の組織間での交流は進むものの、ネットワークを持たない組織においては、

どこに問合せをすべきか、何から着手したらよいのかわからないといった状況

であった。こうした課題をふまえて、産学間のデジタル推進人材の往来を

シームレスに標準化（＝非属人的）・柔軟にするための連携モデルを構

築した。その構築にあたっては、高等教育機関と産業界の双方での需要と

供給（リソース相互供与）の項目について整理し、常に情報更新をでき

るようにすることで、自律的な循環型デジタル人財育成の連携モデルとした。

連携準備

ツール

協議

連携開始

問題解決のプロセス

継続改善のメカニズム
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【推奨される取り組み例】

〇産学連携により実現したい姿の検討

〇自組織内の連携促進体制の整備（担当部局、担当者、役割の定義）

〇情報リストからマッチング先の探索、問合せ

〇定期的な情報交換や共同プロジェクトの実施

〇企業と教育機関のカリキュラム共同開発

〇インターンシップや実習の機会提供による実践的なスキルを持つ人材育成プログラム開発

連携モデル①

連携準備



26
© AKKODiSコンサルティング株式会社この資料は関係者限りの厳秘の資料であり、AKKODiSコンサルティング株式会社に無断での使用・開示を禁じます。

ツールとして、産学連携のマッチング情報リストの

活用を想定している。その情報リストには、デジタル人材確

保・育成にすでに取り組んでいる、または今後取り組んでい

きたいと考えている産学双方の連携先を掲載してあり、そ

れぞれのデジタル人材育成目的にあわせて他組織と連絡

を取り、協議を通じてマッチングを進めていく。図３は、その

情報リストのイメージである

連携モデル②

ツール
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個別団体シート

• 【貴団体名 担当名】産学連携情報
リスト調査.xlsx

https://vsn365-my.sharepoint.com/:x:/r/personal/2721217_vsn_co_jp/Documents/001_%E5%A4%96%E9%83%A8%E5%85%B1%E6%9C%89%E7%94%A8/%E4%B9%9D%E5%B7%9E%E7%B5%8C%E6%B8%88%E7%94%A3%E6%A5%AD%E5%B1%80/%E8%B3%87%E6%96%99%E5%85%B1%E6%9C%89/%E6%88%90%E6%9E%9C%E7%89%A9/%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%83%88%E2%91%A1/%E3%80%90%E8%B2%B4%E5%9B%A3%E4%BD%93%E5%90%8D_%E6%8B%85%E5%BD%93%E5%90%8D%E3%80%91%E7%94%A3%E5%AD%A6%E9%80%A3%E6%90%BA%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88%E8%AA%BF%E6%9F%BB.xlsx?d=wc2d3d347f29145ca8af5307778e0fd08&csf=1&web=1&e=uUHkLu
https://vsn365-my.sharepoint.com/:x:/r/personal/2721217_vsn_co_jp/Documents/001_%E5%A4%96%E9%83%A8%E5%85%B1%E6%9C%89%E7%94%A8/%E4%B9%9D%E5%B7%9E%E7%B5%8C%E6%B8%88%E7%94%A3%E6%A5%AD%E5%B1%80/%E8%B3%87%E6%96%99%E5%85%B1%E6%9C%89/%E6%88%90%E6%9E%9C%E7%89%A9/%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%83%88%E2%91%A1/%E3%80%90%E8%B2%B4%E5%9B%A3%E4%BD%93%E5%90%8D_%E6%8B%85%E5%BD%93%E5%90%8D%E3%80%91%E7%94%A3%E5%AD%A6%E9%80%A3%E6%90%BA%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88%E8%AA%BF%E6%9F%BB.xlsx?d=wc2d3d347f29145ca8af5307778e0fd08&csf=1&web=1&e=uUHkLu


28
© AKKODiSコンサルティング株式会社この資料は関係者限りの厳秘の資料であり、AKKODiSコンサルティング株式会社に無断での使用・開示を禁じます。

本事業作成 高等教育機関リスト（産業界向け）
一覧ページ
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協議

各組織の連携窓口担当から、他組織の窓口担当へ連絡し、協議申し入れを行う。

【協議での注意点】

〇双方の取組み内容について

やりたいこと、やれることをしっかりと説明し、お互いが理解できるように打合せを重ねる。

〇時間／スケジュールの概念について

連携開始時期、意思決定に必要な期間等、組織によって大きく異なることを前提に、

お互いが実施可能なスケジュールを早い段階で打ち合わせる。

〇相手の利益について

自組織の利益だけでなく、相手の利益になることは何かを念頭に双方で取組み内容を決めていく。

連携モデル③
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産学間のデジタル推進人材の往来連携が決定したら、具体的

な人材の受入れ時期や支援開始時期、契約形態や評価方法、

連携窓口など、具体的な運用体制を整備していく。

特に、役割と責任の明確化は、デジタル推進人材の往来組織

間連携の成功に不可欠である。企業は実践的なスキルや知識

を提供し、教育機関は理論的な基盤と最新の研究成果を提供

する。地方自治体は、政策支援や資金提供を通じて連携を促

進する。各組織は、定期的なミーティングやワークショップを通じて

情報共有を行い、連携の進捗を確認する等である。

連携モデル④

連携開始
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プロジェクトの開始はゴールではなく、新たなスタート。

産学連携の成功には、プロジェクト開始後も定期

的に問題を共有し、改善策を話し合う場の設定が

不可欠。

これにより、継続的な成長と成果の最大化が期待

できる。

問題解決と
継続改善プロセスについて
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今後の展望とメッセージ

5
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今後の展望として、九州・沖縄エリアのデジタル推進は、さらなる発展と革新が期待さ

れるます。

まず、産学間のデジタル推進人材の往来を一つの手段として、産学連携を一層強化

し、地域の特性を活かしたデジタル技術の応用を推進する。これにより、地域経済の

活性化や社会課題の解決が進むだろう。また、持続可能なデジタル推進人材育成の

仕組みを確立し、次世代のデジタルリーダーを育成することが重要である。

さらに、法的・倫理的な枠組みを整備し、安心してデジタル技術を活用できる環境を

提供する。

これらの取り組みを通じて、九州・沖縄エリアはデジタル社会への移行を加速させ、持

続可能な発展を実現することが期待される。本ガイドラインは、その道筋を示す重要

な指針となる。

今後の展望
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最後に、この本ガイドラインが九州・沖縄エリアの

デジタル推進における重要な指針となることを願

う。産学連携を通じて、地域の特性を活かしたデ

ジタル技術の普及と人材育成を推進し、経済の

活性化や社会課題の解決に寄与することが期

待される。関係者全員が協力し、持続可能なデ

ジタル社会の実現に向けて努力することで、地域

全体の競争力を高めることができる。この本ガイ

ドラインを活用し、未来に向けた一歩を共に踏み

出そうしましょう。皆様の積極的な参加と協力を

心よりお願い申し上げる

最後のメッセージ



Any 

questions?
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Thank you
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笠原鉄平

E: "kyushu-okinawa.digital.reskilling_research.project@akkodis.co.jp
M: 070-1209-7533




